市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：高すぎる国保税の値下げを求め、広域化で値上げしない取組を
（問）来年度から国民健康保険の運営が市から県に移管される。保険税額決定は従来通り市が行うが、県が定める納付金を100%納めなければならない制度となる。市が集めた税総額が納付金額に達しない場合、他の財源から埋め合わせ等行い値上げをしないか。
（答）今年度、国保会計で生じている3億余の基金を活用し、市民負担をかけない。
（問）それは良いことだが、一方で3億の基金は毎年生じるものではない。来年度以降は一般会計から国保会計への繰り入れなどで対処するか。
（答）一般会計の可能性を含めて、加入者への影響を考慮する中で総合的に判断する。
（問）将来の県下統一保険税を見据えて、広域化に伴い“標準保険料率”を県が示してくるが、各市の検診実績など無視したものである。あくまでも“参考”という扱いにとどめるか。
（答）必要な財源として、参考にするものである。（問）国保会計は例年黒字決算である（平成26年1億1千万、平成27年8千万、平成28年3億8千万の黒字）一般会計からの国保会計への赤字繰り入れも行われていない。私の公約でもある国保値下げ（例えば、所得に関係なく課税される均等割部分、中学生以下の子供保険税年額32000円を5000円値下げに必要な財源は1200万）も検討する時期に来ているのではないか。
（答）国が広域化に際し、子供の被保険者数に着目した公費の拡充を検討している。この動向を見極めつつ検討する。
（問）所得減による国保税減免制度、窓口負担の減免制度は制度がありつつほとんど活用されていない。平成24年2月議会で改善を求めたが実態は。
（答）国保だより等掲載方法を改善した。税減免は数件の実績はあるが窓口負担減免の実績はない。
（問）困っている市民に制度をお知らせし申請に結びつける新たな担当課か係が必要ではないか。
（答）現在の各部署における折衝で減免対象となるケースがあれば国保課につなげ制度利用していく。
